
独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構鉄道駅総合改善事業費補助取扱要領

平成１５年１０月 １日 機構規程第１２６号

改正 平成１６年 ７月１５日 機構規程第 ２８号

平成２２年 ３月３１日 機構規程第 ８０号

平成２２年１１月１８日 機構規程第 ４５号

平成２４年 ６月２９日 機構規程第 ７号

平成２６年１１月１９日 機構規程第 ２２号

平成２９年 ３月２９日 機構規程第 ９７号

平成３１年 ２月２０日 機構規程第 ５２号

（通則）

第1条 鉄道駅総合改善事業費補助（以下「補助金」という。）の取扱いについては、独立

行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構法（平成14年法律第 １８０号）及び同法施行

令（平成15年政令第２９３号）並びに補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律

（昭和３０年法律第１７９号）及び同法施行令（昭和３０年政令第２５５号。以下「適正

化法施行令」という。）に定めるほか、この取扱要領の定めるところによる。

（目的）

第2条 この補助金は、鉄道駅総合改善事業に要する経費の一部を独立行政法人鉄道建設・

運輸施設整備支援機構（以下「機構」という。）が補助することにより、鉄道利用に係る

一般旅客、高齢者、障害者等の利用の利便性、円滑性及び安全性の向上等を図ることを目

的とする。

（対象事業）

第3条 対象事業は、関係する地方公共団体、鉄軌道事業者、地方運輸局等からなる協議会

（以下「協議会」という。）において策定された整備計画に基づき、鉄道利用者の利便性、

安全性の向上等を図るために必要となる鉄道駅の改良を行う事業であって、生活支援機能、

観光案内機能、地域交流拠点機能その他の鉄道利用者や地域住民等の利便性向上、公共交

通の利用促進等の観点から鉄道駅の特性に応じて求められる駅空間の高度化に資する機能

を有する施設（商業施設、公立保育所及び公立図書館を除く。以下「駅空間高度化機能施

設」という。）又は高齢者、障害者等の移動等の円滑化を図るために必要となる施設の整

備を行う事業とする。

（交付対象等）

第4条 機構は、補助対象者（鉄軌道事業者）が行う鉄道駅総合改善事業に要する経費のう



ち別表に掲げるもの（以下「補助対象経費」という。）について、予算で定める国の補助

金を受け、これを財源として補助対象者に対して補助金を交付する。

2 補助金の額は、補助対象経費の １/３以内、かつ、地方公共団体の補助額以内の額とす

る。ただし、駅空間高度化機能施設の整備に係る事業費は、全体事業費の２/１０を上回

らないものとする。

3 補助対象者は、補助金の交付の対象となる事業と一体的又は関連してその他の事業を実

施するよう努めることとし、協議会において、進捗状況等を確認することとする。

（申請手続）

第5条 補助対象者は、補助金の交付を受けようとするときは、第１号様式による交付申請

書に第２号様式による実施計画書を添付して機構に提出するものとする。

2 補助対象者は、前項に規定する補助金の交付の申請にあっては、当該補助金に係る消費

税及び地方消費税に係る仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相

当額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）の規定により仕入れに係る消費税額

として控除できる部分の金額及び当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規

定による地方消費税の税率を乗じて得た金額の合計額に事業ごとの補助率（前条第２項の

規定に基づく補助金の額の、補助対象経費に対する比率をいう。）を乗じて得た金額をい

う。以下「消費税等仕入控除税額」という。）を減額して申請しなければならない。ただ

し、申請時において消費税等仕入控除税額が明らかでないものについては、この限りでな

い。

（交付決定の通知等）

第6条 機構は、前条の規定による補助金の交付申請があったときは、これを審査のうえ、

所定の手続きのうえ、交付決定を行い、第３号様式による交付決定通知書（増（減）額

の交付決定にあっては第３号の２様式）を補助対象者に送付するものとする。

2 機構は、適正な交付を行うため必要があると認めるときは、当該申請に係る事項につ

いて条件を付することができる。

（申請の取下げ）

第7条 補助対象者は、交付決定の内容又はこれに付された条件に不服があり、補助金の交

付申請を取下げようとするときは、機構が指定する期日までにその旨を記載した書面を

機構に提出しなければならない。

（計画変更）

第8条 補助対象者は、第２号様式による実施計画書を変更しようとするときは、第４号様



式による変更承認申請書に第２号様式による実施計画変更書を添付して、機構に提出し、

その承認を受けなければならない。ただし、国土交通大臣（以下「大臣」という。）が鉄

道駅総合改善事業費補助交付要綱第８条において別に定める軽微な変更にあっては、この

限りでない。

2 機構は、第２号様式による実施計画書の変更の申請があったときは、その内容を審査の

うえ、所定の手続きのうえ承認し、第５号様式による承認書を補助対象者に通知するも

のとする。

3 補助対象者は、第1項ただし書による軽微な変更を行ったときは、第６号様式による変

更届に、第２号様式による実施計画変更書を添付して機構に届け出なければならない。

（状況報告）

第9条 補助対象者は、補助事業の実施状況について毎会計年度第２四半期終了後１か月以

内及び機構の要求があったときは速やかに、第７号様式による実施状況報告書を機構に提

出しなければならない。

2 補助対象者は、補助事業が年度内に完了しないと見込まれるとき及び補助事業の遂行が

困難となったときは、第７号様式による実施状況報告書を機構に提出し、その指示を受け

なければならない。

（実績報告）

第10条 補助対象者は、補助事業が完了したときは、その日から２０日を経過した日又は翌

年度の４月５日のいずれか早い日までに、第８号様式による実績報告書を機構に提出しな

ければならない。ただし、補助事業の全部が交付決定年度内に完了しないときには、翌年

度の４月２０日までに第９号様式による実績報告書を機構に提出しなければならない。

2 補助対象者は、前項に規定する実績報告にあっては、消費税等仕入控除税額を減額して

報告しなければならない。ただし、報告時において消費税等仕入控除税額が明らかでない

ものについては、この限りでない。

（補助金の額の確定等）

第11条 機構は、前条本文に定める実績報告書の提出を受けたときは、これを審査し、所

定の手続きのうえ、交付すべき補助金の額を確定し、第10号様式による通知書を補助対象

者に送付するものとする。

（消費税等仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還）

第11条の２ 補助対象者は、補助事業完了後に消費税等仕入控除税額が確定したときは、速

やかに第10号の２様式による報告書を機構に提出しなければならない。

２ 機構は、前項の報告を受けた場合であって、所定の手続きのうえ、既に交付した補助金



を返還させる必要があると認めるときは、補助対象者に対し消費税等仕入控除税額の全部

又は一部の返還を命じるものとする。

（概算払の請求）

第12条 補助対象者は、補助金の概算払を受けようとするときは、第11号様式による請求書

を機構に提出しなければならない。

（補助金の整理）

第13条 補助対象者は、補助事業に係る補助金について収入及び支出に関する帳簿を備え、

他の経理と区分して補助金の使途を明らかにしておかなければならない。

2 補助対象者は、前項の帳簿とともに、その内容を証する書類を整理して、補助事業の完

了の日の属する年度の終了後５年間保存しなければならない。

（取得財産等の整理）

第14条 補助対象者は、補助事業によって取得し、又は効用の増加した財産（以下「取得財

産等」という。）に関する特別の帳簿を備え、取得財産等を取得し、又は効用の増加した

時期、所在場所、価格及び取得財産等に係る補助金等の取得財産等の状況が明らかになる

ように整理しなければならない。

（帳簿等の保存）

第15条 補助対象者は、次の各号に掲げる帳簿等を、独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備

支援機構理事長（以下「理事長」という。）が別に定める期間保存しておかなければなら

ない。

(1) 第13条及び第14条に規定する帳簿

(2) 取得財産等の得喪に関する書類

(3) 取得財産等の現状把握に必要な書類及び資料類

（取得財産等の管理等）

第16条 補助対象者は、取得財産等について、補助事業の完了後においても、善良な管理者

の注意をもって管理し、補助金交付の目的に従って、その効率的運用を図らなければなら

ない。

（取得財産等の処分の制限）

第17条 補助対象者は、取得財産等（適正化法施行令第13条第1号から第3号までに掲げる財



産及び同令第9条第2項の規定により読み替えて適用する同令第13条第4号又は第5号の規定

により理事長が定める財産に限る。）について、補助事業の完了後においても、理事長が

別に定める期間は理事長の承認を受けないで補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、

交換し、貸し付け、又は担保に供してはならない。

（監督）

第18条 機構は、必要と認めるときは、補助対象者に対して補助事業の実施状況及び補助金

の整理について検査を行い、又は報告を求めることができる。

附 則

１ この取扱要領は、平成１５年１０月１日から施行する。

２ 制定前の交付要領（鉄道駅総合改善事業費補助取扱要領（平成１１年事業団達第２０

号））４に規定する会社が前項に規定する日以前に補助事業を完了した場合における第

１４～１８の適用については、従前の例による。

附 則(平成１６年 ７月１５日機構規程第 ２８号)

この取扱要領の一部改正は、平成１６年７月１５日から適用する。

附 則(平成２２年 ３月３１日機構規程第 ８０号)

この取扱要領の一部改正は、平成２２年４月１日から適用する。

附 則(平成２２年１１月１８日機構規程第 ４５号)

この取扱要領の一部改正は、平成２２年１１月１８日から施行し、平成２２年度以降の

補助金に係る財産から適用する。

附 則(平成２４年 ６月２９日機構規程第 ７号)

この取扱要領の一部改正は、平成２４年６月２９日から適用する。

附 則(平成２６年１１月１９日機構規程第 ２２号)

１ この取扱要領の一部改正は、地域公共交通の活性化及び再生に関する法律の一部を改

正する法律（平成２６年法律第４１号）の施行の日から施行する。

２ この要領の改正の際、現に改正前の要領に基づく法定協議会が補助対象者となってい

る場合の改正前の取扱要領第３条第２号に位置づけられた事業については、なお従前の



例による。

附 則(平成２７年 ４月 ９日機構規程第 ６号)

この取扱要領の一部改正は、平成２７年４月９日から適用する。

附 則(平成２９年 ３月２９日 機構規程第 ９７号)

１ この取扱要領の一部改正は、平成２９年４月１日から適用する。

２ この取扱要領の改正の際、現に改正前の取扱要領に基づき実施されている補助事業に

ついては、なお従前の例による。

附 則(平成３１年 ２月２０日 機構規程第 ５２号)

１ この取扱要領の一部改正は、平成３１年２月２０日から適用する。

２ 平成３０年度補正予算（第２号）における第３条の対象事業は、地方公共団体等が指

定した浸水想定区域に位置する鉄道駅について、高齢者、障害者等の移動等の円滑化を

図るために必要となる施設の整備を行う事業とする。



別 表

補助対象経費は、当該年度の総工事費のうち、次に掲げる費目とする。

費 目 費 目 の 区 分

本 工 事 費 土 木 費

線 路 設 備 費

電 路 設 備 費

停車場設備費

駅附帯設備費（注）

附 帯 工 事 費

用 地 費

（注）駅空間高度化機能施設の整備については、土木工事、建築工事その他の駅や建物と一

体となった部分の整備に係る経費のみを対象とし、器具、装飾品その他の設備整備に係

る経費を含まないものとする。



（第１号様式）

番 号

年 月 日

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構

理事長 殿

住 所

名 称 印

鉄道駅総合改善事業費補助金交付申請書

年度における鉄道駅総合改善事業に係る鉄道駅総合改善事業費補助金

円を交付されるよう独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構鉄

道駅総合改善事業費補助取扱要領第5条の規定により、下記のとおり申請します。

記

１ 補助事業の目的及び内容

２ 補助対象経費の使用方法及び事業の計画

年度の補助事業に関しては、第２号様式の 年度補助事業実施計画書中の

当該年度の欄に記載のとおり。

３ 関係地方公共団体等からの補助状況等

当該年度の地方公共団体からの補助金等の金額（予定）

出 資 円

補助金 円



（第２号様式）

年 度 補 助 事 業 実 施 計 画 （ 変 更 ） 書

１ 補助事業の目的及び内容

２ 補助対象経費の内訳

（単位：円）

補 助 事 業 計 画 額

完了予定

費 目 備 考

期 日

計 画 額 年度 （実績） 年 度 年度以降まで

合 計

（注）１ 補助事業の費目ごとに経費の積算をした書類（別添様式）を添付すること。

２ 計画額の変更の場合は、変更前の数値を上段にかっこ書きすることによって変更の内容が明らかになるよ

うに記載するとともに、備考欄に変更の主な理由を記載すること。

３ その他必要な書類を添付すること。



（第２号様式－別添）

年 度 補 助 事 業 実 施 計 画 経 費 積 算 書

（単位：円）

費 目 内 容 積 算 内 訳



（第３号様式）

番 号

年 月 日

殿

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構

理事長 印

年度鉄道駅総合改善事業費補助金交付決定通知書

年 月 日付け 第 号をもって申請のあった 年度鉄道駅総合改

善事業費補助金については、独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構鉄道駅総合

改善事業費補助取扱要領（平成１５年１０月１日機構規程第１２６号。以下「取扱要領」

という。）第6条の規定により下記のとおり交付することに決定したので通知する。

記

１ 補助対象経費及び補助金の額は、次のとおりとする。

補助対象経費 円

補助金の額 円

２ 補助金の交付の条件は、次のとおりとする。

(1) 独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構法（平成14年法律第180号）及び同

法施行令（平成15年政令第293号）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法

律（昭和30年法律第179号）、同法施行令（昭和30年政令第255号。以下「適正化法

施行令」という。）及び取扱要領に従わなければならない。

(2) 補助事業の内容又は補助対象経費の配分について変更しようとするときは、国土

交通大臣が別に定める軽微な変更を除き、遅滞なく補助事業実施計画変更承認申請

書（第４号様式）を独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構（以下「機構」

という。）に提出し、承認を受けなければならない。

(3) 補助金の額の確定通知を受けた場合において、既に交付を受けた補助金の一部を

機構に返還すべき場合が生じたときは、機構が指定する期日までに返還しなければ

ならない。

(4) 補助事業によって取得し、又は効用の増加した財産（適正化法施行令第13条第1号

から第3号までに掲げる財産及び同令第9条第2項の規定により読み替えて適用する同

令第13条第4号又は第5号の規定により独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機

構理事長（以下「理事長」という。）が定める財産に限る。）は、補助事業完了後

においても、理事長が定める期間は、理事長の承認を受けないで補助金の交付の目

的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならない。

３ この補助金の交付決定の内容又は条件に不服のある場合における取扱要領第7条の規

定による申請の取下げをすることができる期間は 年 月 日とする。



（第３号の２様式）

番 号

年 月 日

殿

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構

理事長 印

年度鉄道駅総合改善事業費補助金増（減）額交付決定通知書

年 月 日付け 第 号をもって申請のあった 年度鉄道駅総合改

善事業費補助金については、独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構鉄道駅総合

改善事業費補助取扱要領（平成１５年１０月１日機構規程第１２６号。以下「取扱要領」

という。）第6条の規定により、下記のとおり増（減）額を交付することに決定したの

で通知する。

記

１ 補助対象経費及び補助金の額は、次のとおりとする。

補助対象経費 円

既決定補助金の額 円

今回増（減）額する補助金の額 円

年間補助総額 円

２ 補助金の交付の条件は、次のとおりとする。

(1) 独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構法（平成14年法律第180号）及び同

法施行令（平成15年政令第293号）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法

律（昭和30年法律第179号）、同法施行令（昭和30年政令第255号。以下「適正化法

施行令」という。）及び取扱要領に従わなければならない。

(2) 補助事業の内容又は補助対象経費の配分について変更しようとするときは、国土

交通大臣が別に定める軽微な変更を除き、遅滞なく補助事業実施計画変更承認申請

書（第４号様式）を独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構（以下「機構」

という。）に提出し、承認を受けなければならない。

(3) 補助金の額の確定通知を受けた場合において、既に交付を受けた補助金の一部を

機構に返還すべき場合が生じたときは、機構が指定する期日までに返還しなければ

ならない。

(4) 補助事業によって取得し、又は効用の増加した財産（適正化法施行令第13条第1号

から第3号までに掲げる財産及び同令第9条第2項の規定により読み替えて適用する同

令第13条第4号又は第5号の規定により独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機

構理事長（以下「理事長」という。）が定める財産に限る。）は、補助事業完了後

においても、理事長が定める期間は、理事長の承認を受けないで補助金の交付の目

的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならない。

３ この補助金の交付決定の内容又は条件に不服のある場合における取扱要領第7条の規

定による申請の取下げをすることができる期間は 年 月 日とする。



（第４号様式）

番 号

年 月 日

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構

理事長 殿

住 所

名 称 印

補助事業実施計画変更承認申請書

年度における鉄道駅総合改善事業費補助事業について、別紙のとおり

計画を変更したいので、承認されるよう申請します。

（添付書類） 年度補助事業実施計画変更書



（第５号様式）

番 号

承 認 書

殿

年 月 日付け 第 号をもって申請のあった 年度の補助

事業実施計画の変更については、承認する。

年 月 日

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構

理事長 印



（第６号様式）

番 号

年 月 日

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構

理事長 殿

名 称 印

補 助 事 業 実 施 計 画 変 更 届

年度における鉄道駅総合改善事業費補助事業について、別紙のとおり

計画を変更したのでお届けします。

（添付書類） 年度補助事業実施計画変更書



（第７号様式）

番 号

年 月 日

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構

理事長 殿

名 称 印

補 助 事 業 実 施 状 況 報 告 書

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構鉄道駅総合改善事業費補助取扱要領

（平成１５年１０月１日機構規程第126号、以下「取扱要領」という。）の規定に基

づき独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構から 通知があった補助事業の実

施状況について、取扱要領第9条第1項又は第9条第2項の規定により別紙のとおり報告

します。

（別 紙）補助事業実施状況表（第７－２号様式）

又は

（別 紙）補助事業実施状況表（第７－３号様式）

又は

（別 紙）補助事業実施状況表（第７－４号様式）



（第７－２号様式）

年 度 補 助 事 業 実 施 状 況 表

（単位：円）

計画額 実績額 計画額 進捗率

今 後 の 実 績 見 込 み 額

差額との

費 目 備 考

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ B/A(%) 第 四半期 第 四半期 第 四半期 そ の 他

合 計

（注）１ 計画額に変更があった場合は、変更後の計画額を記載し、当初の計画額を上段にかっこ書きすること。

２ 計画額との差額について、その主な理由等を備考欄に記載すること。

３ その他必要な書類を添付すること。



（第７－３号様式）

年 度 補 助 事 業 実 施 状 況 表

（単位：円）

３月末ま 計 画 額 計 画 額 と の 差 額 の 内 訳

計 画 額 での実績

費 目 見 込 額 との差額 備 考

年 度 内 に 遂 行 が 困 難

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ そ の 他

完 了 し な い 分 と な っ た 分

合 計

（注）１ 計画額に変更があった場合は、変更後の計画額を記載し、当初の計画額を上段にかっこ書きすること。

２ 計画額との差額について、その主な理由等を備考欄に記載すること。

３ その他必要な書類を添付すること。



（第７－４号様式）

年 度 補 助 事 業 実 施 状 況 表

（単位：円）

年 月 日 計 画 額 計 画 額 と の 差 額 の 内 訳

費 目 計 画 額 ま で の 実 績 と の 備 考

見 込 額 差 額 遂 行 が 困 難

そ の 他

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ と な っ た 分

合 計

（注）１ 計画額に変更があった場合は、変更後の計画額を記載し、当初の計画額を上段にかっこ書きすること。

２ 計画額との差額について、その主な理由等を備考欄に記載すること。

３ その他必要な書類を添付すること。



（第８号様式）

番 号

年 月 日

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構

理事長 殿

名 称 印

補 助 事 業 完 了 実 績 報 告 書

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構 鉄道駅総合改善事業費補助取扱要領

（平成１５年１０月１日機構規程第１２６号、以下「取扱要領」という。）第6条の規

定に基づき独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構から通知があった補助事業の

完了実績について、取扱要領第10条本文の規定により別紙のとおり報告します。

（別紙１）補助事業完了実績表

（別紙２）鉄道駅総合改善事業費補助金（総合改善事業）精算調書



（第８号様式 別紙１）

年 度 補 助 事 業 完 了 実 績 表

（単位：円）

本 年 度 本 年 度 計 画 額

費 目 計 画 額 実 積 額 と の 差 額 本 年 度 実 績 の 概 要 備 考

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ

（注）１ 当初の計画額に変更があった場合は、最終の計画額を記載し、当初の計画額を上段にかっこ書きすること。

２ 計画額との差額について、その主な理由等を備考欄に記載すること。

３ その他必要な書類を添付すること。



（第８号様式 別紙２）

年 度 鉄 道 駅 総 合 改 善 事 業 費 補 助 金 精 算 調 書

(総合改善事業）

（単位：円）

交 付 計 画 額 実 績 額 計 画 額 精 算 概 算 払 差引補助金

費 目 決 定 額 との差額 補助金額 受領済額 未受領済額 備 考

（△返還）

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｈ＝Ｅ－Ｆ

合 計

（注）１ 交付要領第8条に基づき、当初の計画額に変更があった場合は、最終の計画額を記載すること。

２ その他必要な書類を添付すること。



（第９号様式）

番 号

年 月 日

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構

理事長 殿

名 称 印

補 助 事 業 年 度 終 了 実 績 報 告 書

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構 鉄道駅総合改善事業費補助取扱要領

（平成１５年１０月１日機構規程第１２６号、以下「取扱要領」という。）第6条の規

定に基づき独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構から通知があった補助事業の

年度終了実績について、取扱要領第10条ただし書きの規定により別紙のとおり報告しま

す。

（別 紙）補助事業年度終了実績表



（第９号様式 別紙）

年 度 補 助 事 業 年 度 終 了 実 績 表

（単位：円）

計 画 額 実 績 額 計 画 額 進 捗 率 今後の実績見込額

費 目 との差額 備 考

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ B/A(%) 繰 越 額 そ の 他

合 計

（注）１ 当初の計画額に変更があった場合は、変更後の計画額を記載し、当初の計画額を上段にかっこ書きするこ

と。

２ 計画額との差額について、その主な理由等を備考欄に記載すること。

３ その他必要な書類を添付すること。



（第１０号様式）

番 号

年 月 日

殿

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構

理事長 印

鉄道駅総合改善事業費補助金の額の確定通知書

年 月 日付け 第 号をもって完了実績報告のあった補助事業の実

施については、これを認定し、鉄道駅総合改善事業費補助金の額を下記のとおり確定し

たので、独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構鉄道駅総合改善事業費補助取扱

要領（平成１５年１０月１日機構規程第１２６号）第11条の規定により通知する。

記

（１） 確定補助金額 円

（（２） 返還すべき補助金の返還期日は 年 月 日とする。）

（注）かっこ書きは、必要に応じ、記載すること



（第１０号の２様式）

番 号

年 月 日

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構

理事長 殿

名 称 印

年度消費税額及び地方消費税額の額の確定に伴う報告書

年 月 日付け 第 号で額の確定の通知を受けた補助事業の実施

について、鉄道駅総合改善事業費補助交付要領（平成１５年１０月１日機構規程第１２６号。

以下「要領」という。）第11条の２の規定に基づき、下記のとおり報告します。

記

１．補助金額（要領第11条第１項による額の確定額）

円

２．完了実績報告書提出時における要領第５条第２項に規定する消費税等に係る仕入控

除税額

円

３．消費税額及び地方消費税額の確定に伴う要領第５条第２項に規定する消費税等仕入

控除税額

円

４．補助金返還相当額（３．－２．）

円

（注）別紙として積算の内訳を添付すること。



（第１１号様式）

番 号

年 月 日

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構

理事長 殿

名 称 印

鉄道駅総合改善事業費補助金概算払請求書

年 月 日付け 第 号で交付決定の通知を受けた標記補助金につ

いて、下記のとおり概算払を受けたいので、独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援

機構鉄道駅総合改善事業費補助取扱要領第12条の規定により請求します。

記

１ 鉄道駅総合改善事業費補助金交付決定通知額 円

２ 概算払請求額 円

３ 概算払請求額算出基礎

建設等に要 概算払可能 前回までの 今回概算払

費 目 計画額 する資金の 額 概算払累計 予定額

額 額

（円） （円） （円） （円） （円）


